










○ また、育児休業等に関し個別の働きかけ等の取組がある場合はそうでない場合に比べて取得した割合が高くなる一方で、男性
では６割以上が企業からの働きかけがなかったと回答している調査結果もあり、育児休業を取得しやすい環境を整備するために
は、事業主による労働者への個別の働きかけや職場環境の整備を進めることが有効である。

○ 子の出生直後の短期間の休業のみでなく、その後の夫婦交替等でのまとまった期間の休業の取得も念頭に置けば、育児休
業を分割して取得できるようにすることも必要である。

○ これらに加えて、企業自ら積極的な取組を進めていくという社会的な機運を醸成するため、育児休業の取得率の公表を促すこ
とで、男性の育児休業の取得を進めることも有効である。

○ また、有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件について、無期雇用労働者と異なる要件が設定されているが、雇用形態に
かかわらず育児・介護休業を取得しやすくしていくことも喫緊の課題である。

○ こうした取組によって男性の育児休業取得を促進することは、取得を望む男性の仕事と家庭の両立の希望をかなえるとともに、
男女問わずワーク・ライフ・バランスのとれた働き方ができる職場環境の実現につなげていくことで、第一子出産後に約５割の女
性が出産・育児により退職している現状において、女性の雇用継続にも資すると考えられる。
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○ また、夫の家事・育児時間が長いほど妻の継続就業割合や第二子以降の出生割合が高くなっているという調査結果も存在する。
男性が子の出生直後に休業を取得して主体的に育児・家事に関わり、その後の育児・家事分担につなげることは、女性の雇用
継続や夫婦が希望する数の子を持つことに資すると考えられる。

○ こうした状況を受けて、令和２年５月に閣議決定された『少子化社会対策大綱』では、「労働者に対する育児休業制度等の
個別の周知・広報や、育児のために休みやすい環境の整備、配偶者の出産直後の時期の休業を促進する枠組みの検討など、
男性の育児休業取得や育児参画を促進するための取組を総合的に推進する」、「有期雇用労働者が育児休業を取得しやすく
する方策を検討する」といった内容が盛り込まれている。

○ 当分科会では、これらの問題意識の下、昨年９月以降、男性の育児休業取得促進策等について議論を行ったところであり、そ
の結果は以下のとおりであるので報告する。この報告を受けて、厚生労働省において、法的整備も含め所要の措置を講ずること
が適当であると考える。
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